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高経年マンションの現状と、
マンション再生の選択肢
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分譲マンションストック戸数

（万戸）

新
規
供
給
戸
数

旧耐震基準ストック
約１０４万戸

※ １．新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計した。
２．ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に、各年末時点の戸数を推計した。

３．ここでいうマンションとは、中高層（３階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。
４．昭和４３年以前の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している公団・公社住宅の戸数を基に推計した戸数。

665.5
27 2.33

約1,551万人が居住している推計となり 、これは国民の約１割にあ
たる。

新規供給戸数
［左目盛り］

ストック戸数
［右目盛り］
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築後３０、４０、５０年超の分譲マンション戸数
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高経年マンションの今後

マンションの老朽化

最終的には、こ

の方向に至る

大規模修繕等 大規模改修 建替え 売 却

（建物の管理） （建物維持型再生）

マンションの終活

効用の回復効用の維持

建替え決
議による

全員同意
による

マンション
敷地売却決
議による

全員同意
による

再生が必要な場合管理で対応可能

高経年マンションについて今後必要となる手続きを網羅的に
述べると上記のようになります。

6



「単棟型マンション」と「団地」の違い

～主として団地の特色について考える～



マンションの分類（特に終活の観点から）

◇マンションの分類

①単棟型マンションの終活と団地の終活では、手続きが

異なることに注意

②複合用途型のマンションの一部には、住宅部分の管理

組合しか設立されていないケースがある

定 義 ２+以上の区分所有者がいて住宅があるもの

法的形態 単棟 団地

建物用途 住宅専用 複合用途 住宅専用 複合用途

以下、単棟マンションと団地の違いについて簡単に説明
をさせていただきます。

8



マンションの権利関係について
˙ ψᴅ ΰΤϣᾋθϱЮ˔Ѕπβ˙

abcdefの共有

建物 一般に、敷地利用権や

建物 共有持ち分権は、専有

部分の床面積割合とな

る（規約で別段の定め

土地 をすることが可能）a・b・c・d・e・ｆ
の共有

a

b e

c f

階
段
・
E
V

マンションの権利は「区分所有権」といわれていますが、
区分所有権の対象となるのは専有部分だけで、建物の構造
や共用部分及び敷地は区分所有者全員の共有物です。

9
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団地（土地共有団地）の権利関係について
˙ ψᴅ ΰΤϣᾋθϱЮ˔Ѕπβ˙

abcdefの共有 ghijklの共有

建物

建物

土地 a・b・c・d・e・ｆ・g・h・i・j・k・ｌ
の共有

a

b e

c f

階
段
・
E
V

区分所有建物の構造躯体や共用部分は各棟の区分所有者の共有
物であるのに対して、土地や団地共用部分は団地建物所有者全
員の共有となります（二重の共有関係が生じています）。
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規約による団地の分類

規約で見た団地の分類

留意すべき事項 ６５条団地 ６８条団地

規約の適用条文 区分所有法６５条 区分所有法６８条

棟の管理主体 棟 団地管理組合

団地共用部分の管
理主体

団地管理組合 団地管理組合

団地一括建替え決
議

不可 可

団地の管理や終活を検討するときは、規約により二つに
分類して考える必要があります。

11



６８条団地において棟で対応すべき事項

以下については68条団地でも棟で決議すべき事項となる。

１．義務違反者に対する措置

２．建物が一部滅失したときの復旧

３．棟の建替え決議

４．その他

区分所有法66条で準用されていない事項は棟で対応する

12

６８条団地においても、すべてが団地管理組合で対応で
きるわけではありません。



マンションの終活手法とその現状
（単棟型マンションについて）



建替え決議の仕組み

２月以上前

１月以上前

速やかに

区分所有者と議決権の各５分の４以上

２月以内に

回答要

建替え参加者 建替え不参加者

（売渡し請求権行使対象）

建替え決議の招集

区分所有法６２条５項の説明会

建 替 え 決 議

賛 成 賛 成 以 外

催 告

左 記 以 外期間内に参加の回答

14

定めるべき
事項と通知
すべき事項
が法定され
ている



参考：区分所有法の規定（１）

①建替え決議の招集手続きと説明会

②建替え決議要件

③非賛成者への措置

その後の進め方について区分所有法には定めがない

建替えについて区分所有法で規定されている事項

マンション建替え法の制定により、「権利変換手法」を
使った建替えの進め方が規定されました。

15



建替え決議後の建替えの進め方

（建物の明渡し完了後着工）

建替組合設立認可申請

建替え決議

権利変換期日

権利変換計画の認可

権利変換計画の決議

建替組合設立認可

建替え参加者の
3/4以上の同意

区分所有者全員との契約

16



参考：区分所有法の規定（２）

マンションの終活手法

建替え マンション敷地売却

他に特別立法がないと民法

の規定に（全員同意が必要）

区分所有法にはマンション敷地売却の規定はない

除却の必要がある旨の認定を受けたマンションにおける
マンション敷地売却について、マンション建替え法で規
定されました（平成２６年改正）。

17



平成２６年改正マンション建替え法の構成

＊第三章で、除却の必要性の認定（容積率の特例を含

む）、マンション敷地売却決議、買受人等が規定され

ている。

概 要

第一章 総則（第1条～4条）

第二章 マンション建替え事業（第5条～101条）

第三章 除却する必要のあるマンションに係る特別の
措置（第102条～115条）

第四章 マンション敷地売却事業（第116条～163条）

第五章 雑則（第164条～169条）

第六章 罰則（第170条～179条）

18



マンション敷地売却の手続きについて

１．マンション敷地売却決議をするための要件がある

２．マンション敷地売却組合と建替組合の違い

基本は、建替えの手続きに準じている

①除却の必要性の認定

②買受人の選定と買受人による買受計画の認可

①定款と事業計画ではなく、定款と資金計画を作成

②権利変換計画ではなく、分配金取得計画となる

③権利変換期日でなく、権利消滅期日となること

④権利消滅期日には抵当権も借家権も消滅する
（分配金の供託や補償金の支払いが必要となる）

⑤その他

今
回
の
改
正
事
項

19



建替事業

■マンション管理者等からの申請に基づき、耐震性不
足の客観的基準により特定行政庁が認定

反対区分所有者への売渡し請求

買受人にマンションと敷地を売却

■区分所有者、議決権及び敷地利用権の持分価格の
各４／５以上の多数で決議

■売却の相手方、売却代金、分配金の算定方法を決議

■反対区分所有者から、組合が時価で買取り

ЫрЄдрὺ χὺ Π

建替事業
（都道府県知事等の監督（マン建法97条～））

■議決権及び共用部分持分割合の各４／５以上
で決する

■公正な審査委員の過半数の同意
■従前マンションの区分所有権、担保権、借家権

は原則として再建マンションに移行
■申出による転出者は期日までに補償金を取得

■決議合意者の３／４以上の同意で認可申請
■デベロッパーも組合に参加（参加組合員）

権利変換計画の決定・行政認可（マン建法55条～）

■反対区分所有者から、組合が時価で買取り

耐震性不足の認定

反対区分所有者への売渡し請求（マン建法15条）

Ỹ χὺ Π

■個々の区分所有権を任意の売買契約で
事業者（デベロッパー）に売却

⇒事業者が建替えを実施後、区分所有者
が事業者から新築のマンションの区分
所有権を取得（従前区分所有権と等価
でない場合、区分所有者による費用負
担あり）

■行政認可等は不要

区分所有権の売却

反対区分所有者への売渡し請求
（区分所有法63条）

■反対区分所有者から、賛成区分所有者が
時価で買取り

■区分所有者及び議決権の各４／５以上の多数で決議
■再建建物の設計、費用の概算額、費用の分担、再建建物の区分所有権の帰属を決議

分配金取得計画の決定・行政認可

マンション敷地売却決議

■決議合意者の３／４の同意で都道府県知事等に認
可申請

マンション敷地売却組合の設立認可

■マンションの買受け・除却、代替住居の提
供・あっせんを内容とする買受計画を、買受
人（デベロッパー）が都道府県知事等に申請

※以下、建替え実施の具体的一例

買受計画の認定

マンション建替組合の設立認可（マン建法９条）

■区分所有者は権利消滅期日までに組合から分配金を取

得

■担保権付きの区分所有権に係る分配金は、区分所

有者に支払わずに供託し、担保権者が物上代位で

きることとする

■借家権者は期日までに組合から補償金を取得

■居住者は期日までにマンションを明渡し組合がマンションと敷地の権利を取得

■期日に個別の権利が組合に集約。担保権・借家権は消滅

建替え決議（区分所有法62条）

建物の除却（都道府県知事等の監督）

組合がマンションの権利を取得（マン建法71条）

■期日において権利が一斉に変動

買受人が新たにマンション等を建設

：法律の規定内容

Ｈ26マンション建替法の改正 従来の建替えとの違い

ЫрЄдр Ẁ (H26 )
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旧本郷ハイツ建替え事業

～都心複合用途型マンションの建替え～

21
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① 自己居住比率の少ないことから（17/40）、非居住者と居住者
の危機意識の違い

時間をかけて建替えの必要性を共有化した

② ①の問題に加えて小規模マンションであるため、理事のなり
手が少なく、再生を検討する予算にも制約があった

区分所有者の入れ替わりによりやる気のある理事が増加し
た。また、早い時点から事業協力者を選定して、事業協力
者とともに合意形成を進めたこと

③ 賃貸テナントの退去の問題

区分所有者らに早めに対応を依頼することで対応すること
ができた。
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法改正の概要と、「建替え」

「マンション敷地売却」の状況



令和２年法改正の概要

１．除却が必要な認定基準の増加

・耐震性に問題あり

・火災に対する安全性に問題あり

・外壁の剥離による危険性の問題

・バリアフリーの問題

・漏水等による衛生上の問題

２．団地の分割（団地のパートを参照）

マンション敷
地売却の対象

マンション建
替え型容積緩
和の対象

特定要除却認定マンション

要除却認定マンション

28



マンションの再生の円滑化の推進（除却の必要性に係る認定対象の拡充） 【マンション建替円滑化法の改正】
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マンションの再生の円滑化の推進（除却の必要性に係る認定対象の拡充）【マンション建替円滑化法の改正】
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「終活」という観点から見ると

平成１４年 区分所有法改正 マンション建替法制定

平成２６年 マンション建替法改正

令和 ２年 マンション建替法改正

建替え決議をするための
要件の緩和等

建替えの意思決定後に、
権利変換手法を用いた建
替えについて規定

要除却認定マンションに
ついて、マンション敷地
売却制度の創設等

除却の必要性の要件緩和
等

これから急増する「マンションの終活」のニーズに対応
するために、「建替え」以外に「マンション敷地売却」
に係る制度を拡充していることが確認できます。 31
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H16.2 H17.2 H18.3 H19.3 H20.4.1H21.4.1H22.4.1H23.4.1H24.4.1H25.4.1H26.4.1H27.4.1H28.4.1H29.4.1H30.4.1H31.4.1 R2.4.1

□ 実施準備中（建替え決議等）

■ 実施中（マンション建替法による建替え）

■ 実施中（マンション建替法によらない建替え）

■ 工事完了済（マンション建替法による建替え）

■ 工事完了済（マンション建替法によらない建替え）

（件）

国土交通省調査による建替え実績及び地方公共団体に対する建替えの相談等の件数を集計
阪神・淡路大震災、東日本大震災及び熊本地震による被災マンションの建替え（計113件）は含まない
上記のほか、マンション敷地売却制度に基づく買受計画の認定を受けたものは10件、うちマンションの除却に至ったものは3件ある

実施中
（30件）

工事完了済
（254件）

実施準備中
（11件）

254 19,900

マンション建替えの実施状況（令和２年４月時点）
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高経年マンションの想定建替え比率

＊想定建替え戸数は、２０２０年時点での建替えマンション戸数１９０００戸を建
替えマンション数２５４で割った数字をベースに計算した

築４５年ストック:a 想定建替え戸数：ｂ ｂ／ａ

平成２５年 ５３，０００戸 １４，８８６戸 ２８．０８％

平成２６年 ７７，０００戸 １５，７４８戸 ２０．４５％

平成２７年 １３４，０００戸 １６，６０９戸 １２．４０％

平成２８年 １７９，０００戸 １７，７８５戸 ９．９４％

平成２９年 ２３３，０００戸 １８，０９８戸 ７．７７％

平成３０年 ３１７，０００戸 １８，５６８戸 ５．８６％

令和 元年 ４４０，０００戸 １９，１１７戸 ４．３４％

令和 ２年 ５１１，０００戸 １９９，０００戸
３．８９％

建替えマンションの数は高経年マンションの増加に追い
ついていません。
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○ 除却の必要性に係る認定
(マン建法第102条)

24件

うち、買受計画の認定
（マン建法第109条）

10件

)

Aマンショ
ン

Bマンショ
ン

Ｃマンション
Ｄマンショ

ン
Ｅマンショ

ン
Fマンショ

ン
Gマンショ

ン
Hマンショ

ン
Iマンショ

ン
Jマンショ

ン

所在地 千代田区 中野区 千代田区 北区 新宿区 船橋市 港区 港区 福岡市 千代田区

建築年 1969年 1965年 1971年 1980年 1963年 1966年 1969年 1978年 1972年 1962年

築年数
（要除却認定段

階）
築47年 築51年 築47年 築38年 築56年 築53年 築50年 築41年 築47年 築57年

敷地面積 約900㎡ 約800㎡ 約250㎡ 約220㎡ 約300㎡ 約9,500㎡ 約600㎡ 約340㎡
約１,480

㎡
約200㎡

従前戸数 34戸 25戸 23戸 11戸 33戸 120戸 154戸 59戸 90戸 9戸

従後の
土地利用予定

再開発用地 マンション 賃貸共同住宅 マンション マンション 戸建て住宅 マンション
オフィスビ

ル
マンショ

ン
駐車場

105

31 4

44
( ) 24

３件 （令和２年4月時点）

マンション敷地売却事業（H26.12～）の活用状況
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マンション敷地売却による選択肢の増加

当初言われていた話

・オフィスビル ・投資用マンション

・商業ビル ・リゾートマンション

・賃貸マンション等へ ・郊外団地等

前頁の利用実態（選択肢は増加している）

建替え後非マンション化 建替え困難マンション

建替え後・・・賃貸マンション、オフィスビル、戸建て
建替え前・・・投資用マンション
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建替え前の建物外観
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建替え後の建物

構造：ＲＣ造・６階建て

総戸数２０戸
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マンション敷地売却事業の例

現在進行中のプロジェクトの例

平成２７年 再生の検討の開始

平成３０年 ３月 推進決議

平成３０年 ５月 事業協力者の選定

令和 元年 ７月 マンション敷地売却決議

令和 ２年 ４月 マンション敷地売却組合設立認可

１０月 分配金取得計画決議

１１月 分配金取得計画認可予定

権利消滅期日後、当社が購入したあとはマンションを建
築予定
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団地の建替え・マンション敷地売却
と団地分割の概要



団地の終活手法の類型と特色

団地の終活手法

建替え承認
決議

団地一括建
替え決議

再開発手法
マンション
敷地売却

区分所有法
改正都市再生
特別措置法

マンション
建替え法

規模が大きすぎ
ると対応が困難

古い建物と新し
い建物の混在す
る問題がある

都市計画とも連
動するため時間
がかかる

全棟で要除却認
定のうえで決議
が必要

団地の分割ができれば対応できる場面もあると思われる
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建替え承認決議について

Ａ棟の建替えをするとき

①Ａ棟で建替え決議（区分所有者と議決権の各４／５）

②団地建物所有者集会で建替えの承認決議（団地建物所

有者の土地持分の３／４）

土地（団地建物所有者で共有）

Ａ棟 Ｂ棟

土地（区分所有者全員の共有）

新
Ａ棟

Ｂ棟

この手法は、法改正前の兵庫県南部地震における被災団
地の復興の事例がある程度で実績は多くありません。
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団地一括建替え決議について

二棟で構成される団地の場合

①団地建物所有者と土地共

有持分の各４／５決議

②各棟の共有持分の２／３

以上の賛成

◇団地一括建替え決議をするための要件

土地（団地建物所有者で共有）

Ａ棟 Ｂ棟

①団地内の建物がすべて区分所有建物であること
②団地建物所有者全員で土地を共有していること
③規約（６８条規約）により団地管理組合が各棟
を管理していること
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旧ＳＵＮ南台建替え事業

～小規模団地の建替え～
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建替え前の建物外観

46

2棟建て４８戸

バス通りから奥まった閑静な
住宅街に位置



┴ Ồ
ʺ

建物の老朽化

→給排水管及び電気系統の著しい劣化。漏水、漏電が頻発

設備機器

→電気容量、設備機器の進歩からも遅れている

Ÿ

Ÿ
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ֻ ◐ ʣ ᾍ

① 区分所有者の高齢化（６５歳以上の割合が７７％）

高齢者担当者を中心にして個別面談等を繰り返し説明をし
たことに加えて、課題の整理をできたこと

② ①の問題に加えて小規模マンションであるため理事のなり手
の制約があった

理事のなり手がいる間に再生を進めることについて意識を
共有してもらえた。なお、管理組合も外部専門家からも適
切なアドバイスを受けることができた。

③ 従前住戸の専有面積が狭かった（再建後のマンションの再取
得には追加費用が必要だった。

再建後の建物について、バリエーションを設けて対応した
こと
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建替え後の建物
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調布富士見町住宅建替え事業

～大きな規模の団地の建替え事例～



建替え前の建物外観
┴ Ћ ӳׄ ᶧ᷂
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建替え後の建物
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巨大団地等の存在

マンション再生協議会のデータから見た建替え団地例

（建替え前の戸数が３００戸以上）

１０００戸・２０００戸規模の団地の存在

名称 戸数

萩中住宅 ３６８戸

町田山崎団地 ３００戸

桜上水団地 ４０４戸

諏訪２丁目住宅 ６４０戸

若潮ハイツ ５００戸

石神井公園団地 ４９０戸

大規模団地の建替え
事例はあるものの、
さらに規模が大きく
なると、「団地の分
割」が必要なケース
が出てくることが想
定されます。

55



マンションの再生の円滑化の推進（団地における敷地分割制度の創設） 【マンション建替円滑化法の改正】

Ẋ

Ẇ

Ẍ

Ệ/ ệ

ṕ Ṗ

Ṇ
ṕ Ṗ

ẑ ểṊễṕ 5,000 200 Ṗ
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敷地分割事業の活用イメージ

A B

A街区

B街区

分割

270

A街区

B街区

保留
敷地

存置

存置A 120

B 150

200
60

30
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ご清聴どうもありがとうございました


